
第４【経理の状況】

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約中間連結財務諸表は、第１種中間連結財務諸表であり、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関

する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）第312条の規定により、国際会計基準

第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る要約中間連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による期中レビューを受けておりま

す。
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（単位：百万円）

注記
番号

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

資産の部

流動資産

現金及び現金同等物 ７ 878,705 851,223

営業債権及びその他の債権 ７ 1,797,818 1,725,640

その他の金融資産 ７ 108,391 55,700

棚卸資産 1,203,659 1,292,023

その他の流動資産 207,998 232,477

小計 4,196,573 4,157,065

売却目的で保有する資産 ６ － 22,215

流動資産合計 4,196,573 4,179,280

非流動資産

持分法で会計処理されている投資 353,080 372,307

その他の投資 ７ 835,601 706,752

営業債権及びその他の債権 ７ 51,554 56,784

その他の金融資産 ７ 68,398 60,212

有形固定資産 1,139,178 1,141,749

無形資産 275,042 274,963

投資不動産 17,007 16,196

繰延税金資産 49,823 50,045

その他の非流動資産 73,733 72,658

非流動資産合計 2,863,420 2,751,669

資産合計 ５ 7,059,994 6,930,950

１【要約中間連結財務諸表】

（１）【要約中間連結財政状態計算書】
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（単位：百万円）

注記
番号

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

負債及び資本の部

負債

流動負債

営業債務及びその他の債務 ７ 1,643,777 1,620,409

社債及び借入金 ７ 626,510 621,632

その他の金融負債 ７ 26,928 28,223

未払法人税等 57,108 51,552

引当金 8,271 8,060

その他の流動負債 233,012 227,403

小計 2,595,607 2,557,281

売却目的で保有する資産に直接関連

する負債
６ － 4,673

流動負債合計 2,595,607 2,561,954

非流動負債

社債及び借入金 ７ 1,361,558 1,301,466

営業債務及びその他の債務 ７ 111,982 112,751

その他の金融負債 ７ 9,255 8,442

退職給付に係る負債 42,052 40,734

引当金 75,804 77,470

繰延税金負債 202,353 169,580

その他の非流動負債 41,270 32,567

非流動負債合計 1,844,276 1,743,012

負債合計 4,439,884 4,304,967

資本

資本金 64,936 64,936

資本剰余金 43,119 42,309

自己株式 △3,774 △3,764

その他の資本の構成要素 542,830 434,832

利益剰余金 1,820,019 1,946,837

親会社の所有者に帰属する持分合計 2,467,130 2,485,151

非支配持分 152,979 140,832

資本合計 2,620,110 2,625,983

負債及び資本合計 7,059,994 6,930,950
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（単位：百万円）

注記
番号

　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

収益

商品販売に係る収益 5,028,150 4,919,469

サービス及びその他の販売に係る収益 107,084 146,450

収益合計 ５,９ 5,135,235 5,065,920

原価 △4,614,655 △4,523,384

売上総利益 ５ 520,579 542,536

販売費及び一般管理費 △280,747 △297,496

その他の収益・費用

固定資産処分損益 841 278

固定資産減損損失 － △433

その他 △7,525 3,034

その他の収益・費用合計 △6,684 2,878

営業活動に係る利益 233,147 247,918

金融収益及び金融費用

受取利息 15,765 16,831

支払利息 △29,579 △30,312

受取配当金 17,656 20,209

その他 542 1,547

金融収益及び金融費用合計 4,385 8,275

持分法による投資損益 ６ 16,577 11,915

税引前中間利益 254,110 268,109

法人所得税費用 △68,518 △72,016

中間利益 185,592 196,093

　

中間利益の帰属：

親会社の所有者 ５ 177,757 181,547

非支配持分 7,834 14,545

　

１株当たり中間利益（親会社の所有者に帰

属）

基本的１株当たり中間利益（円） 10 168.39 171.98

希薄化後１株当たり中間利益（円） 10 － －

（２）【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

（注）当社は、2024年７月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首
に当該株式分割が行われたと仮定して、「基本的１株当たり中間利益」及び「希薄化後１株当たり中間利益」を算
出しております。
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（単位：百万円）

注記
番号

　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

中間利益 185,592 196,093

その他の包括利益

純損益に振替えられることのない項目

確定給付制度の再測定 77 159

FVTOCIの金融資産 94,561 △93,227

持分法適用会社におけるその他の包括

利益に対する持分
333 1,514

純損益に振替えられる可能性のある項目

キャッシュ・フロー・ヘッジ 7,957 2,501

在外営業活動体の換算差額 102,362 △29,000

持分法適用会社におけるその他の包括

利益に対する持分
9,344 7,332

税引後その他の包括利益 214,637 △110,718

中間包括利益 400,229 85,374

　

中間包括利益の帰属：

親会社の所有者 382,509 73,824

非支配持分 17,719 11,549

【要約中間連結包括利益計算書】
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（単位：百万円）

注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

確定給付制
度の再測定

FVTOCIの金
融資産

キャッシ
ュ・フロ
ー・ヘッジ

在外営業活
動体の換算

差額
合計

期首残高 64,936 43,812 △3,750 － 276,191 17,135 △10,613 282,714

中間利益

その他の包括利益

確定給付制度の再測定 159 159

FVTOCIの金融資産 94,910 94,910

キャッシュ・フロー・

ヘッジ
7,287 7,287

在外営業活動体の換算

差額
102,393 102,393

中間包括利益 － － － 159 94,910 7,287 102,393 204,752

配当金 ８

自己株式の取得及び処分

等
96 5

非支配持分の取得及び処

分
△795

利益剰余金への振替 △159 △1,313 △1,473

その他 △4

所有者との取引額合計 － △703 5 △159 △1,313 － － △1,473

中間期末残高 64,936 43,109 △3,745 － 369,788 24,423 91,780 485,992

注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分
非支配持分 資本合計

利益剰余金 合計

期首残高 1,526,615 1,914,327 154,201 2,068,529

中間利益 177,757 177,757 7,834 185,592

その他の包括利益

確定給付制度の再測定 159 △24 135

FVTOCIの金融資産 94,910 △73 94,837

キャッシュ・フロー・

ヘッジ
7,287 139 7,426

在外営業活動体の換算

差額
102,393 9,843 112,237

中間包括利益 177,757 382,509 17,719 400,229

配当金 ８ △37,320 △37,320 △13,521 △50,841

自己株式の取得及び処分

等
101 101

非支配持分の取得及び処

分
△795 △1,201 △1,996

利益剰余金への振替 1,473 － －

その他 △327 △331 △1,637 △1,968

所有者との取引額合計 △36,173 △38,345 △16,360 △54,705

中間期末残高 1,668,198 2,258,491 155,561 2,414,052

（３）【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）
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（単位：百万円）

注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

確定給付制
度の再測定

FVTOCIの金
融資産

キャッシ
ュ・フロ
ー・ヘッジ

在外営業活
動体の換算

差額
合計

期首残高 64,936 43,119 △3,774 － 414,642 21,346 106,841 542,830

中間利益

その他の包括利益

確定給付制度の再測定 438 438

FVTOCIの金融資産 △91,850 △91,850

キャッシュ・フロー・

ヘッジ
2,802 2,802

在外営業活動体の換算

差額
△19,113 △19,113

中間包括利益 － － － 438 △91,850 2,802 △19,113 △107,722

配当金 ８

自己株式の取得及び処分

等
110 9

非支配持分の取得及び処

分
△920

利益剰余金への振替 △438 164 △274

その他

所有者との取引額合計 － △809 9 △438 164 － － △274

中間期末残高 64,936 42,309 △3,764 － 322,956 24,149 87,727 434,832

注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分
非支配持分 資本合計

利益剰余金 合計

期首残高 1,820,019 2,467,130 152,979 2,620,110

中間利益 181,547 181,547 14,545 196,093

その他の包括利益

確定給付制度の再測定 438 20 459

FVTOCIの金融資産 △91,850 △162 △92,013

キャッシュ・フロー・

ヘッジ
2,802 △21 2,781

在外営業活動体の換算

差額
△19,113 △2,833 △21,947

中間包括利益 181,547 73,824 11,549 85,374

配当金 ８ △54,573 △54,573 △14,693 △69,267

自己株式の取得及び処分

等
120 120

非支配持分の取得及び処

分
△920 △9,309 △10,230

利益剰余金への振替 274 － －

その他 △430 △430 306 △123

所有者との取引額合計 △54,729 △55,803 △23,697 △79,500

中間期末残高 1,946,837 2,485,151 140,832 2,625,983

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）
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（単位：百万円）

注記
番号

　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間利益 254,110 268,109

減価償却費及び償却費 66,724 75,398

固定資産減損損失 － 433

金融収益及び金融費用 △4,385 △8,275

持分法による投資損益（△は益） △16,577 △11,915

固定資産処分損益（△は益） △841 △278

営業債権及びその他の債権の増減額

（△は増加）
△43,823 41,078

棚卸資産の増減額（△は増加） 7,820 △128,306

営業債務及びその他の債務の増減額

（△は減少）
△9,000 32,670

その他 1,040 △63,911

小計 255,069 205,002

利息の受取額 15,332 16,814

配当金の受取額 35,199 37,026

利息の支払額 △29,268 △22,988

法人所得税の支払額 △73,055 △75,179

営業活動によるキャッシュ・フロー 203,276 160,675

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 692 67,465

有形固定資産の取得による支出 △81,524 △84,651

有形固定資産の売却による収入 7,442 4,614

無形資産の取得による支出 △10,922 △9,910

無形資産の売却による収入 171 37

投資不動産の取得による支出 － △49

投資不動産の売却による収入 114 －

投資の取得による支出 △14,750 △37,096

投資の売却等による収入 4,631 9,616

子会社の取得による収支（△は支出） △92,071 △17,974

子会社の売却による収支（△は支出） △94 △40

貸付けによる支出 △3,149 △16,557

貸付金の回収による収入 9,783 16,336

補助金による収入 6,021 914

その他 △1,500 3,667

投資活動によるキャッシュ・フロー △175,155 △63,626

（４）【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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（単位：百万円）

注記
番号

　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △59,550 20,374

長期借入れによる収入 140,860 83,600

長期借入金の返済による支出 △47,849 △74,262

社債の発行による収入 40,000 10,000

社債の償還による支出 △55,706 △63,161

自己株式の取得による支出 △27 △18

配当金の支払額 ８ △37,320 △54,573

非支配持分株主への配当金の支払額 △13,521 △14,693

非支配持分株主からの払込みによる収入 24 206

非支配持分株主からの子会社持分取得に

よる支出
△3,996 △105

その他 △16,083 △15,826

財務活動によるキャッシュ・フロー △53,169 △108,460

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △25,048 △11,412

現金及び現金同等物の期首残高 771,613 878,705

現金及び現金同等物に係る換算差額 39,915 △16,070

現金及び現金同等物の中間期末残高 786,480 851,223
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

　豊田通商株式会社（以下「当社」という。）は日本に所在する企業であります。当社の要約中間連結財務諸表

は2024年９月30日を期末日とし、当社及び連結子会社（以下「当社グループ」という。）並びに関連会社及び共

同支配の取決めに対する持分により構成されております。

　当社グループは、国内及び海外における各種商品の売買を主要事業とし、これらの商品の製造・加工・販売、

事業投資、サービスの提供等の事業に携わっております。

　当社グループは、「人・社会・地球との共存共栄を図り、豊かな社会づくりに貢献する価値創造企業を目指

す」という企業理念のもと、オープンでフェアな企業活動に努めるとともに、社会的責任の遂行と地球環境の保

全に取り組み、創造性を発揮して、お客様、株主、従業員、地域社会等、すべてのステークホルダーにご満足い

ただける付加価値を提供することを経営の基本理念としております。

２．作成の基礎

　当社の要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件

をすべて満たすことから、同第312条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。従って、年次連結

財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用され

るべきものであります。

　本要約中間連結財務諸表は、2024年11月13日に取締役社長　貸谷 伊知郎及び取締役　CFO　岩本 秀之によっ

て承認されております。

３．重要性がある会計方針

　本要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度の連結財務諸表において

適用した会計方針と同一であります。

４．重要な会計上の判断、見積り及び仮定

　当社の経営者は、要約中間連結財務諸表の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の

報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行うことが義務付けられております。しかし、実際の業績

はこれらの見積り等とは異なる場合があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は、継続して見直しております。会計上の見積りの見直しによる影響は、その

見積りを見直した会計期間と将来の会計期間において認識しております。

　本要約中間連結財務諸表の金額に重要な影響を与える会計上の判断、見積り及び仮定は、前連結会計年度の連

結財務諸表と同様であります。
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（単位：百万円）

報告セグメント

メタル＋(Plus)
サーキュラー
エコノミー

サプライ
チェーン

モビリティ
グリーン
インフラ

デジタル
ソリューション

収益

外部収益 976,666 864,934 610,712 496,617 375,777 609,411

セグメント間収益 2,796 4,422 18,821 4,056 1,602 335

 合計 979,462 869,356 629,533 500,674 377,379 609,747

売上総利益 47,427 56,132 58,755 79,531 46,403 56,331

中間利益

（親会社の所有者に帰属）
18,715 32,906 22,969 29,882 12,820 14,004

セグメント資産 885,809 992,016 619,958 485,771 1,207,764 538,685

報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）２

連結ライフ
スタイル

アフリカ 合計

収益

外部収益 406,472 790,809 5,131,401 3,833 － 5,135,235

セグメント間収益 911 49 32,997 2,270 △35,267 －

 合計 407,383 790,859 5,164,398 6,104 △35,267 5,135,235

売上総利益 31,187 148,463 524,233 62 △3,716 520,579

中間利益

（親会社の所有者に帰属）
6,721 37,008 175,028 2,772 △43 177,757

セグメント資産 382,259 975,168 6,087,434 1,358,933 △418,716 7,027,651

（単位：百万円）

報告セグメント

メタル＋(Plus)
サーキュラー
エコノミー

サプライ
チェーン

モビリティ
グリーン
インフラ

デジタル
ソリューション

収益

外部収益 948,439 879,728 607,435 511,787 363,005 663,906

セグメント間収益 2,486 4,191 21,515 2,497 1,725 1,156

 合計 950,926 883,920 628,950 514,284 364,731 665,062

売上総利益 55,282 54,417 61,923 83,021 46,929 58,433

中間利益

（親会社の所有者に帰属）
23,434 25,628 23,933 29,037 12,153 15,372

セグメント資産 799,719 919,482 620,799 551,385 1,234,979 618,939

報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）２

連結ライフ
スタイル

アフリカ 合計

収益

外部収益 287,723 803,281 5,065,310 609 － 5,065,920

セグメント間収益 602 13 34,188 3,529 △37,718 －

 合計 288,326 803,295 5,099,499 4,139 △37,718 5,065,920

売上総利益 30,055 156,837 546,901 191 △4,556 542,536

中間利益

（親会社の所有者に帰属）
8,912 39,645 178,118 3,600 △171 181,547

セグメント資産 316,100 959,904 6,021,311 1,313,333 △403,694 6,930,950

５．セグメント情報

　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）
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（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ全体の業務支援を行う

職能部門を含んでおります。また当欄には、特定の報告セグメントに配賦されない損益も含まれておりま

す。

２．「調整額」は、主としてセグメント間取引額を表示しております。

３．セグメント間の取引における価格については、個別に交渉の上、決定しております。

４．アフリカセグメントにおける外部収益は主としてモビリティ事業（新車販売・アフターセールス・生産支

援等）、次いでヘルスケア事業（医薬品の生産・卸売・小売等）における顧客との契約から生じる収益で

構成されております。アフリカセグメントの各製品・サービスは、他の報告セグメントに含まれる同様の

製品・ビジネスから独立して経営管理されております。

５．当社は2024年４月１日より成長戦略の更なる加速のため、組織体制を見直すとともに、明確なミッション

に基づいた社会やお客様への提供価値を表す本部名称へ変更しております。そのため、前中間連結会計期

間のセグメント情報の組替再表示を行っております。

（単位：百万円）

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

持分法で会計処理されている投資 － 22,215

（単位：百万円）

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

その他の非流動負債 － 4,673

６．売却目的で保有する資産及び直接関連する負債

　売却目的で保有する資産及び直接関連する負債に分類された資産及び負債の内訳は、次のとおりであります。

（１）売却目的で保有する資産

　当中間連結会計期間における売却目的で保有する資産は、グリーンインフラ本部の当社連結子会社が保有

する北米ガス焚き発電会社に対する投資であります。当社では「サステナビリティ重要課題への取り組み」

として、低炭素社会移行への貢献を掲げており、この方針に則り当社の事業をクリーンエネルギー分野へ注

力するため、売却を決定したものであります。当該資産は株式の売却交渉が進捗し、当中間連結会計期間か

ら１年以内に売却が見込まれることから、売却目的で保有する資産に分類しております。売却目的保有への

分類に伴い、△4,046百万円の「持分法による投資損益」を含む税引後3,075百万円の損失を要約中間連結損

益計算書に計上しております。

（２）売却目的で保有する資産に直接関連する負債

　当中間連結会計期間における売却目的で保有する資産に直接関連する負債は、グリーンインフラ本部の当

社連結子会社が保有する北米ガス焚き発電会社に対する投資に関連する負債であります。当社では「サステ

ナビリティ重要課題への取り組み」として、低炭素社会移行への貢献を掲げており、この方針に則り当社の

事業をクリーンエネルギー分野へ注力するため、売却を決定したものであります。当該負債は株式の売却交

渉が進捗し、当中間連結会計期間から１年以内に売却が見込まれることから、売却目的で保有する資産に直

接関連する負債に分類しております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

金融資産

営業債権及びその他の債権 1,849,373 1,849,387 1,782,424 1,782,424

金融負債

営業債務及びその他の債務（注） 1,612,609 1,612,609 1,588,314 1,588,314

社債及び借入金

社債 285,728 278,221 210,060 202,462

借入金 1,657,339 1,635,374 1,683,038 1,658,024

コマーシャル・ペーパー 45,000 45,000 30,000 30,000

７．金融商品の公正価値

（１）公正価値ヒエラルキー

　公正価値で測定する金融商品について、公正価値の測定に用いたインプットに応じて３つのレベルに分類

しております。

レベル１：同一の資産または負債に関する活発な市場における相場価格

レベル２：レベル１の公表価格を除く、直接または間接的に観察可能なインプット

レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプット

（２）償却原価で測定する金融商品

　償却原価で測定する金融商品の帳簿価額及び公正価値は、次のとおりであります。

（注）リース負債は除いております。

　公正価値の測定方法は次のとおりであり、全て公正価値ヒエラルキーのレベル２に分類しております。

（ａ）現金及び現金同等物

　主として、現金、当座預金及び短期間で満期を迎える定期預金であり、その公正価値は、帳簿価額と

同額とみなしております。

（ｂ）営業債権及びその他の債権

　短期間で決済される債権及び変動金利付債権の公正価値は、帳簿価額と同額とみなしております。そ

れらを除く債権の公正価値は、新たに同一残存期間で同程度の信用格付を有する債権を同様の条件の下

で取得する場合に適用される利率を使用して、将来の見積りキャッシュ・フローを割引くことにより測

定しております。

（ｃ）その他の金融資産

　主として、預入期間が３か月超１年以内の定期預金であり、その公正価値は、帳簿価額と同額とみな

しております。

（ｄ）営業債務及びその他の債務

　短期間で決済される債務の公正価値は、帳簿価額と同額とみなしております。

（ｅ）社債及び借入金

　社債の公正価値は、公表されている参考価格を参照して測定しております。借入金の公正価値は、新

たに同一残存期間の借入を同様の条件の下で行う場合に適用される利率を使用して、将来の見積りキャ

ッシュ・フローを割引くことにより測定しております。
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（単位：百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産

その他の金融資産

デリバティブ 4,384 76,720 － 81,104

その他の投資

株式・出資金 568,263 － 267,337 835,601

 合計 572,647 76,720 267,337 916,705

金融負債

その他の金融負債

デリバティブ 3,180 33,003 － 36,184

（単位：百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産

その他の金融資産

デリバティブ 6,952 84,961 － 91,913

その他の投資

株式・出資金 407,009 － 299,742 706,752

 合計 413,962 84,961 299,742 798,666

金融負債

その他の金融負債

デリバティブ 5,921 30,743 － 36,665

（３）公正価値で測定する金融商品

　経常的に公正価値で測定する金融商品の公正価値ヒエラルキーは、次のとおりであります。なお、非経常

的に公正価値で測定する金融商品はありません。

前連結会計年度（2024年３月31日）

当中間連結会計期間（2024年９月30日）

　公正価値の測定方法は、次のとおりであります。

（ａ）その他の金融資産

　レベル１に分類した金融商品は、活発な市場で取引されているデリバティブであり、各年度の末日現

在の相場価格に基づき測定しております。レベル２に分類した金融商品は、相対取引のデリバティブで

あり、ブローカーによる提示相場及び観察可能なインプットに基づき測定しております。

（ｂ）その他の投資

　レベル１に分類した金融商品は、活発な市場で取引されている株式であり、各年度の末日現在の相場

価格に基づき測定しております。レベル３に分類した金融商品は、活発な市場における相場価格がない

株式及び出資金であり、適切な権限者が承認した公正価値の測定に係る評価方法を含む評価方針及び手

続に従い、評価者が各金融商品の評価方法を決定し測定しております。なお、出資金の一部は、存続期

間に定めのある事業組合への投資等であるため、純損益を通じて公正価値で測定しており、レベル３に

分類した金融商品に含まれております。評価方法には類似会社比較法、純資産法等があり、測定にあた

り、PBR、非流動性ディスカウント等を利用しております。
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（単位：百万円）

　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

その他の投資 その他の投資

期首残高 242,607 267,337

FVTOCIの金融資産から生じるその他の包括利益 △3,392 18,997

購入 9,854 18,030

売却 △293 △167

為替換算 1,562 △50

その他 4,758 △4,406

期末残高 255,096 299,742

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

PBR 0.6倍～5.0倍 0.6倍～5.3倍

非流動性ディスカウント 30.0％ 30.0％

（ｃ）その他の金融負債

　レベル１に分類した金融商品は、活発な市場で取引されているデリバティブであり、各年度の末日現

在の相場価格に基づき測定しております。レベル２に分類した金融商品は、相対取引のデリバティブで

あり、ブローカーによる提示相場及び観察可能なインプットに基づき測定しております。

　公正価値ヒエラルキーのレベル３に分類した金融商品の増減は、次のとおりであります。

　公正価値ヒエラルキーのレベル３に分類した金融商品に係る重要な観察不能なインプットは、次のとおり

であります。

　PBRが上昇（低下）した場合は公正価値が上昇（低下）し、非流動性ディスカウントが上昇（低下）した

場合は公正価値が低下（上昇）します。

８．配当金

　前中間連結会計期間において、１株当たり35円（総額37,320百万円）の配当を支払っております。

　当中間連結会計期間において、１株当たり52円（総額54,573百万円）の配当を支払っております。

　なお、当社は、2024年７月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たりの配当額を記載しております。

- 22 -

2024/11/11 18:33:04／24151195_豊田通商株式会社_第２四半期報告書



（単位：百万円）

報告セグメント

メタル＋(Plus)
サーキュラー
エコノミー

サプライ
チェーン

モビリティ
グリーン
インフラ

デジタル
ソリューション

顧客との契約から認識した収益 976,666 862,163 610,712 492,026 375,215 609,411

その他の源泉から認識した収益 － 2,770 － 4,591 562 －

 合計 976,666 864,934 610,712 496,617 375,777 609,411

報告セグメント
その他
（注）１

連結ライフ
スタイル

アフリカ 合計

顧客との契約から認識した収益 400,755 776,080 5,103,030 3,833 5,106,864

その他の源泉から認識した収益 5,716 14,728 28,370 － 28,370

 合計 406,472 790,809 5,131,401 3,833 5,135,235

（単位：百万円）

報告セグメント

メタル＋(Plus)
サーキュラー
エコノミー

サプライ
チェーン

モビリティ
グリーン
インフラ

デジタル
ソリューション

顧客との契約から認識した収益 948,439 880,015 607,435 506,014 362,409 663,906

その他の源泉から認識した収益 － △286 － 5,773 595 －

 合計 948,439 879,728 607,435 511,787 363,005 663,906

報告セグメント
その他
（注）１

連結ライフ
スタイル

アフリカ 合計

顧客との契約から認識した収益 282,229 784,887 5,035,339 609 5,035,949

その他の源泉から認識した収益 5,494 18,393 29,970 － 29,970

 合計 287,723 803,281 5,065,310 609 5,065,920

９．収益

　当社グループの収益は、主として一時点で顧客に支配が移転される物品の販売から認識した収益で構成されて

おり、一定期間にわたり認識される収益に重要性はありません。なお、収益を純額で表示している代理人として

の取引について、純額で計上された収益の金額が収益全体に占める割合は重要なものではありません。

　収益の分解とセグメント収益との関連は、次のとおりであります。

　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ全体の業務支援を行う職能

部門を含んでおります。

２．その他の源泉から認識した収益には、IFRS第９号「金融商品」及びIFRS第16号「リース」等に基づき認識した

収益が含まれております。

３．当社は2024年４月１日より成長戦略の更なる加速のため、組織体制を見直すとともに、明確なミッションに基

づいた社会やお客様への提供価値を表す本部名称へ変更しております。そのため、前中間連結会計期間のセグ

メント情報の組替再表示を行っております。
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前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

中間利益（親会社の所有者に帰属）（百万円） 177,757 181,547

基本的加重平均普通株式数（千株） 1,055,608 1,055,640

基本的１株当たり中間利益

（親会社の所有者に帰属）（円）
168.39 171.98

10．１株当たり中間利益（親会社の所有者に帰属）

　親会社の所有者に帰属する基本的１株当たり中間利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。なお、希薄

化後１株当たり中間利益（親会社の所有者に帰属）については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

（注）当社は、2024年７月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して、「基本的１株当たり中間利益」を算出しております。

11．後発事象

エレマテック株式会社に対する公開買付け

　当社は、2024年10月29日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるエレマテック株式会社（以下「エ

レマテック」という。）の普通株式を金融商品取引法による公開買付け（以下「エレマテック公開買付け」とい

う。）により取得することを決議いたしました。

（１）エレマテック公開買付けの目的

　エレマテックはエレマテック及び子会社22社の計23社からなる企業グループ（以下「エレマテックグルー

プ」という。）であり、カーエレクトロニクス、スマートフォン等情報機器端末、産業機器及び医療機器等

の様々なエレクトロニクス製品分野を対象に、国内及び海外において電子材料、電子部品、設備等の販売及

び加工・組み立てすることに加え、設計及び製造受託することを主たる業務としております。

　一方、当社は基本理念を追求・実現し続ける中で到達すべき目標・道標として2016年５月に「Global 

Vision」を策定し、あるべき姿として「Be the Right ONE」を掲げ、中期経営計画の中で、ネクストモビリ

ティ、再生可能エネルギー・エネルギーマネジメント、アフリカ、循環型静脈、バッテリー、水素・代替燃

料及びEconomy of Lifeの７つを重点分野と位置付けております。エレクトロニクス業界に属するエレマテ

ックとのシナジーの拡大と新たな付加価値創出の役割を担うデジタルソリューション本部においては、技術

革新、デジタル変革を常に先取りし、デバイス並びにソフトウェアの活用で次世代モビリティ社会への課題

解決を始めとしたソリューションビジネスを一層拡大すべく、デバイス＆ソフトウェア、ICTの二つの分野

で事業に取り組んでおります。

　現在、当社グループ（当社並びに当社の子会社及び関連会社をいう。）を取り巻くエレクトロニクス業界

の環境は技術革新やグローバル化、産業構造の変化等により急速に変化しております。たとえば車載やAIサ

ーバー（注１）向けでは、エレクトロニクス関連ハードウェアの進化とソフトウェア需要の高まりにより、

中長期的な市場の拡大が予想されておりますが、ソフトウェアやIT等のエンジニアリング機能が価値創出の

源泉となり、差異化の重要な要因となっていると認識しております。

　また、外部環境を鑑みると、当社グループの競合企業である海外メガディストリビューター（注２）は、

M＆Aによる積極的な投資を継続し、グローバルなサプライチェーンの変化に対応して事業拡大を行ってお

り、国内のエレクトロニクス商社も、競争の激化により統合・再編が活発になっていると認識しておりま

す。

　当社がエレマテックの中長期にわたる持続的な成長施策を具体的に検討するにあたり、これまではエレマ

テックのオーガニックな成長戦略を共同で検討し、エレマテックと共に経営課題解決や成長戦略の遂行を進

めてまいりました。一方、こうした急速な市場環境・構造の変化による競争環境の激化やエンジニアリソー

スの逼迫等が生じる中、エレマテックが競争優位性を維持し持続的に成長していくためには、既存のオーガ

ニックな成長戦略のみでは不十分と考えております。エレマテックを含む豊田通商グループの経営資源（人

材・財務基盤・顧客基盤・営業情報・機能ノウハウ等）を迅速かつ柔軟に相互活用することにより、非オー

ガニックな成長（注３）施策を通じたビジネスモデルの変革と事業領域・ケイパビリティの大幅かつ急速な

拡充が、必要不可欠であると認識しております。

　しかしながら、当社とエレマテックがそれぞれ、上場企業として独立した経営を行っている現状において

は、エレマテックを含む当社グループの経営資源を相互活用する際には、その有用性や取引としての客観的
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な公正性について、エレマテックの少数株主を含む各ステークホルダーの利益を考慮した慎重な検討が必要

であり、迅速かつ柔軟な意思決定を行ううえで、当社グループとエレマテックグループとの間で経営資源を

相互活用するにあたり、事業機会に関する情報の共有や人材交流等に一定の制約が生じる状況にあります。

また、経営資源の供与者と受益者が必ずしも一致するわけではなく、更に当社がエレマテックに対して企業

価値向上に資する経営資源の提供を行った際に、利益の一部が当社グループ外に流出するといった問題が指

摘される可能性もあり、機動的かつ効果的な施策を実行し、エレマテックを含む当社グループの企業価値の

最大化を図るうえで、一定の限界があると考えております。従って、当社としては、エレマテックの競争優

位性の維持と持続的な成長のためには、意思決定の機動性・柔軟性及びエレマテックを含む当社グループの

経営資源の効果的な活用が必須と考え、エレマテックの完全子会社化によって、当社とエレマテックの構造

的な利益相反の解消を図り、エレマテックを含む当社グループの経営資源を迅速かつ柔軟に相互活用できる

体制を整えることが、最善であると判断し、エレマテック公開買付けを実施することといたしました。

（注１）人工知能チップを搭載した高性能なサーバーのことを指します。

（注２）全世界に拠点を持ち、グローバルに多種類の半導体・電子部品を大量に流通・供給する海外の大手半導

体商社のことを指します。

（注３）非オーガニックな成長とは、他社との資本・業務提携や他社の買収（M＆A）等を通じて成長を行うこと

を指します。

（２）対象者の概要

名称：エレマテック株式会社

所在地：東京都港区三田三丁目５番19号

代表者：代表取締役社長　横出　彰

事業内容：国内及び海外における電子材料、電子部品、設備等の販売及び加工・組立、設計及び製造受託
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（３）エレマテック公開買付けの概要

　当社は、2024年11月13日現在、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）プライ

ム市場に上場しているエレマテックの普通株式24,005,800株（所有割合（注４）：58.63％）を所有し、エ

レマテックを連結子会社としております。

　この度、当社は、2024年10月29日開催の取締役会において、エレマテック株式のすべて（ただし、当社が

所有するエレマテック株式及びエレマテックが所有する自己株式を除く。）を取得してエレマテックの株主

を当社のみとし、エレマテックを完全子会社化することを目的とした一連の取引の一環として、エレマテッ

ク公開買付けを実施することを決議いたしました。

　当社は、買付予定数の下限を3,291,600株（所有割合：8.04％）としており、エレマテック公開買付けに

応募された株券等（以下「応募株券等」という。）の数の合計が買付予定数の下限（3,291,600株）に満た

ない場合には、応募株券等の全部の買付け等を行いません。他方、当社は、エレマテック公開買付けにおい

て、エレマテック株式のすべてを取得することを企図しておりますので、買付予定数の上限は設けておら

ず、応募株券等の数の合計が買付予定数の下限（3,291,600株）以上の場合は、応募株券等の全部の買付け

等を行います。

（注４）「所有割合」とは、エレマテックが2024年10月29日に公表した「2025年３月期　第２四半期（中間期）

決算短信〔IFRS〕（連結）」（以下「エレマテック決算短信」といいます。）に記載された2024年９月

30日現在の発行済株式総数（42,304,946株）から、エレマテック決算短信に記載された同日現在のエレ

マテックが所有する自己株式数（1,358,813株）を控除した株式数（40,946,133株）に対する割合（小

数点以下第三位を四捨五入。以下、所有割合の計算において同じとします。）をいいます。

買付予定数：16,940,333株

買付予定数の下限：3,291,600株

買付予定数の上限：―株

買付け等の期間：2024年10月30日（水曜日）から2024年12月11日（水曜日）まで（30営業日）

買付け等の価格：普通株式１株につき、金2,400円

買付代金：40,656,799,200円

　　　　（注）エレマテック公開買付けの買付予定数（16,940,333株）にエレマテック公開買付価格

（2,400円）を乗じた金額

決済の開始日：2024年12月18日（水曜日）

買付資金の調達方法：自己資金を充当

（１）中間配当による配当金の総額 52,815百万円

（２）１株当たりの金額 50円00銭

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日 2024年11月26日

２【その他】

　2024年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（注）2024年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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